
 
 

平成28年6月 

 

 

 

 

 

 

地方の新しい成長を実現する、新たな視点で地域経営を！ 

（“地域経営型社会サービス”の提供と早期実現！） 
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  地域経営型社会サービス”の提供と早期実現に向けた第 1 次提言（要旨） 

地方の新しい成長を実現する、新たな視点での地域経営を！ 

 

これまでの社会は、人口増加という社会構造を背景に、効率化の追求を行った。 

今後の日本の人口減少という社会構造は、今までに経験したことのない世界となり、

従来の社会システムにおいては構造的課題である。 

 

この構造的課題に立ち向かうために、今こそ、地域に経営という視点を導入し新しい

成長を実現することが必要であり、変わらなければならないのは、我々、企業であり、

行政である。 

そこで、従来の公共主導の変化ではなく、市場と生活、産業と直結し、適正な経営を

求められる民間からの発案、そして民主導の変化をより一層促進することが重要である。 

すなわち、「地方の新しい成長」の姿である官民連携に基づく地域共同事業体で地域経

営型社会サービスを展開が今こそ必要である。 

 

そのため、我々が先導して、地域が地域資源を経営資源としてとらえて地域経営を実

施し、従来の専門分業化した産業の次代に向けた再構築を実践する上で以下の 3 点を国

並びに地方自治体へ提言する。 

 

■人材支援制度の更なる活用 

・人材支援制度の適用人口数の拡大 

 現行：5万人未満の自治体 ⇒ 20万人未満の自治体 

・人材支援制度における個人支援に加え企業支援へ拡張（パートナー企業制度） 

 現行：意欲と能力のある国家公務員や大学研究者、民間人材派遣 

⇒ 意欲のある民間企業を地域の支援企業として活用 

 ※民間企業は地域の変革に応じた課題を総合的（技術、人材、資金など）に支援 

・人材支援制度における派遣先の拡大 

現行：市町村への派遣 ⇒ 市町村、地域共同事業体への派遣 

 

■適正な地域の変化のための、国と連携した事業検証制度の構築 

新たな民間活用により、運営・維持管理時に適した組織改革や行政の監査体制への移

行など地方自治の新たな責任と役割に向けた検証を実施 

 

■適正な地域経営に向けた、地方自治体の新たな役割への変革 

新しい時代に向けた地方自治体の役割として、民間活用を積極的に取り入れる横断的

組織や運営・維持管理時に適した組織の設置、行政の監査体制の整備などを実施 

 

以 上 
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【地域での取り組みモデルの考え方】 

 

（公共資産管理に関する抜本的な事業モデル：管理対象と管理エリアの適正化） 

■事業概要：４つの要素の組合わせによる事業モデル（全体管理取組み構築、魅⼒的な市場構築）   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域エネルギーを活用した新たな地域産業構造構築モデル：地域競争力強化） 

■事業概要：地域産業強化となる地域特性を考慮したつなぐ地域事業（委員会で 5 つ地域検討） 
 

 

 

 

Ａ市 
Ｂ市 

Ｃ町 

事業内容：⺠間による管理の代⾏
（経営〜運営〜維持管理〜サービス提供
までを⼀括で実施） 

事業分野：可能な限り包括的に実施
（道路・公園・上下⽔道・公共建築物等の
全体統合管理と収益事業等展開）

契約期間：⻑期契約 
（10〜20 年以上の⻑期契約とすることで
ＬＣＣ効果を⾼める） 

事業地域：市町の括りを超えて
包括的に実施 （事業規模の拡⼤）

地⽅⾃治体 
（資産保有、予算確保）

地域の共同事業体 
建設会社（地元・全国）、専⾨業
者、コンサル等（多様な⼈材、複数
の⺠間会社が関与） 

⻑期⼀括の 
仕組み 

モニタリング
・検査

議会・市⺠ 

監視 アカウンタ
ビリティ

⾦融機関など 

融資 

地域エネルギー 

⾃⽴的なエネルギーの確保 
地域の新たな産業としての事業 
地域の経済に寄与する事業 

太陽光 

⾵⼒ 

⽔⼒ 

バイオマス 

 
熱 

地域産業 

エネルギーの需要側の育成
既存産業の効率化・コスト削減 
付加価値の⾼い新規産業創出 

農業

林業

漁業

加⼯産業

観光

供給 

つなぐ地域事業 
(地域マネジメント)

 
・地域エネルギー 
・情報 
・地域産業の連携 
・新たな事業化 
         等 

地⽅⾃治体 
（インフラの保有） 

地域の共同事業体 
（地元企業が中⼼となって設⽴）

インフラ貸与 
全体監査 

パートナー企業 
マネジメント⽀援 
⼈材⽀援制度 
パートナー企業制度 

⾦融機関 

融資

アライアンス企業

技術的 
な協⼒ 

・産業・経済市場と連動した事業 

・災害に強いエネルギーシステム 

・地域産業の収益改善 

・創エネ・省エネの地域商品化 

電
力
会
社 

消
費
市
場 


